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第2事件：歯科医師による気管挿管研修 
１事件概要
・救命救急センターにおいて、歯科医師が救急研修を行ったことに関して、センター長が医師法違反の共謀共同正犯として起訴された（歯科医師は起訴猶予）　　※医師法17条、医師法31条、刑法60条
2判決
○第一審　札幌地裁H15.3.28　（判例集未登載）※判決結果…罰金6万円
・争点①研修医自身の医行為か
→「指導医の指導監督を受けていたとしても、その行為は本件歯科医師ら自身の行為とみるべきである」

・争点②社会的に正当な行為として違法性が阻却されるか

　→「救急医療の現場で、医師…と全く同様の研修を行わせるという方法」は「具体的行為の実質的危険性の有無及び程度にかかわらず、医歯と歯科医師の資格を峻別する法体系下では、許され」ない
・争点③被告人は共同正犯の責任を負うか

　→「本件歯科医師らが研修医として本件各行為を行うについて、欠くことのできない決定的な役割を果たした」

○控訴審　札幌高裁H20.3.6　　(裁判所ウェブサイト)　※判決結果…控訴棄却
・争点①→「本件歯科医師らが自ら行った医行為であって、指導医らの行為と評価することはできない。」
・争点②→ア、必要性　イ、目的の正当性　ウ、内容や方法の相当性　の三要件を提示
ア…「歯科…の緊急事態の症例数に鑑みると、医科において救命救急研修を受けることにも相応の理由があり」⇒○

イ…「研修の目的とは、歯科医師…が緊急事態に直面した際、専門医に引き継ぐまでの間になされる救命救急処置を習得させ、もって歯科医療の安全性及び質の向上を図ること」
本件では「歯科口腔外科医が歯科口腔外科領域に属する技術を習得すること」も研修の目的に含まれており、それは本来、歯科大学・歯学部の付属病院等で行われるべきで、たとえそれが研修としてであったとしても許されない⇒×
ウ…「指導医は、研修歯科医師が当該医行為を実施していることを現に認識し…必要があれば、当該医行為を直ちに制止し、あるいはこれに介入できる状況にあることを要するというべき」
「患者等に対し、研修歯科医師が医療行為に関与する旨を説明し…その承諾を得なければならないのは当然のこと」

しかしいずれも認められず、また後述のガイドラインに照らしても各行為は基準を逸脱していると判示⇒×
・争点③→「本件歯科医師らが研修歯科医師として本件各行為を行うに当たって不可欠の決定的役割を果たした」
3背景
○厚労省通知
・厚労省は歯科医師の医業研修に関する行政指導は行ってこなかったが、平成13年に、単純な補助的行為を超え歯科に属さない疾病に関わる医行為を業としてなすことは医師法17条違反とする通知を出す（H13.9.10医政医発第87号）
・平成14年に歯科医師の救命救急研修ガイドラインが策定され厚労省もそれを容認(平成15年9月19日医政医発第0919001号)

○医歯二元論
・医制（明治7年）＝部分免許　→医師法・歯科医師法制定（明治39年）＝歯科のみ部分免許が残る

・「歯科医学は医学の一分科なることは何人も承認するところなり、然れども歯科医学は他の分科と全く其趣きを異にする特別なる独立専門分科なり」「歯科に於ける療病的所置は医学に依て補綴所置は工芸学に依て完成さるもの」
「医師は歯科医師にあらざると同時に歯科医業をなし得ざるものなり」（喜多見行正『歯科医業と法律』）
・歯科医業…歯科医業とは咬合構築に関与する行為、下顔面に発生する疾患の治療、全身疾患のうち口腔または下顔面に症状を現す疾患の機能回復訓練、などの行為を業としてなすこと⇒処置ではなく扱う部位によって医業と線引き
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